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「日本の農業をめぐる問題点」
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●レポート作成に至る経緯

　まず初めに、このレポートを作成することとなった経緯について述べておきたい。

　ことのはじめは、平成１３年４月１３日に、セーフガード暫定措置に関して農水省松岡利勝副大臣が訪中、中国側カウンターパートと会談を持った旨の報道が翌日流れたことに端を発する。日中関係については「有事」におけるガイドラインや教科書問題等、語り始めると横道にそれるどころの話ではなくなるので、あえてここでは触れない。

　がしかし対中関係は、アジアに浮かぶ小島国日本において日米関係と同程度か、もしくはそれ以上の関心を持たれている問題であることは、言をまたない。

　問題は、これまで日本国内においてある程度完結するか、あるいは国際社会との限定的な問題であると考えられてきた農業が、対中国という関係において急速にそうした性格を失いつつあるという点である。これはすなわち、農業における貿易戦争といった側面の浮上を意味する。

　もちろん、これまでにもオレンジ戦争、コメ鎖国等、農業貿易を巡る対立はあった。しかしこの問題は、これまでの対立とは根本的にその性質を異にする。何故なら、中国の農業は流通の不備、深刻な飢餓輸出、輸出貧乏、といった問題を抱えているからだ。かつて毛沢東の唱えた大躍進運動によって１２００万とも２０００万ともいわれる数の人が餓死したといわれるが、その大きな要因は国内における流通機構の不備であった。こうした「飢餓国家」に対しては、それなりにデリケートな対応が必要であるというのが近年の風潮だろう。

　セーフガード発動による波紋は日本と中国双方の農業、国民生活、さらには国際問題へと広がっている。世界貿易機関（ＷＴＯ）加盟国としては必要最低限の措置ではあるが、もちろん中国からは激しい抵抗があった。

　日本の農業としても、ねぎの収益６５％減（産経新聞）など損失に泣かされた結果の対応であるし、中国では日本商社の指導を受けて高度なねぎ栽培技術を取得した上に生活水準が飛躍的に向上した喜びが一夜の夢となるのであるから、賛否両論、ごうごうたる文句が出るのも当然である。

　これは過保護に育てられたわが国農業への警鐘であり、自立経営を促すきっかけともなった反面、儲かりさえすれば何をしてもよいとする、日本商社による無分別な反国家的行為の問題点をも浮き彫りにしている。しかし今回は商社による売国的行為を糾弾するのが主眼ではなく、日本の農業の問題点を指摘することを主に考えているため、商社についてはこれ以上は触れないつもりである。

　ここで、JA（農協）グループ栃木の発行しているJAグループコミュニティニュース７月号の「わたしたちの食料は６割を外国に頼っています―年々下がる食料自給率―」と題した記述と表を引いてみたい。

「現在、世界の人口は６０億人を突破。そのうち、８億４千万もの人々が食料不足の状態にあります。日本は食べ物の多くを輸入に頼っています。１９９９年の食料自給率はわずか４０％です。はたして、このままの状態でよいのでしょうか？」
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主要先進国の食料自給率（カロリーベース）の推移　　（資料）農林水産省
　留意しておかなければならないのは、これが農協の広報紙の性格を持った媒体であるという点である。農協は農家がなければ存続できない。当然、規制緩和、構造改革といった流れに逆らうベクトルで動いていると見るべきだろう。

　つまり、セーフガード発動は、こうしたベクトルにむかって動く集団の影響力が端的に現れた一例であるといえる。

個人的にはねぎに限らず、すべての農産物について、セーフガード発動は全く理不尽な措置だと考える。まず第1に、内外価格差がこの国では非常に大きい。第２に、この措置はこの国の大部分の民意を反映していない。第３に、かつては日本が米国への輸出を規制されていたものだが、自国がやられて嫌なことを他国にあえてするのはしっくりこない。第４に、先述の通り、さまざまな問題を内包している中国に対して安易にセーフガードを発動することは、果たして日本の国益に沿うことなのか、疑問がある。

　何故このような問題のある措置がとられてしまうのだろう？小泉内閣の唱える「痛みを伴う構造改革」というのはこういうことだったのか？これがおそらく一般に感じられる疑問であろう。そこで、この国の農業がかかえる構造的な問題を一度じっくり調べてみることにした。

· まず始めに数字ありき、「食糧自給率」

とりあえずこちらを見て欲しい。農水省のホームページの平成１２年度の農業白書第一章第二節「食糧自給率と食糧安全保障」。http://www.maff.go.jp/www/hakusyo/8-11.pdf一応要約すると、近年食糧自給率は４０％と大きく低下しているので、食糧の安定供給のためには国内の農業生産の増大を図る必要がある、その目標を４５％に設定している、との内容である。

これの何が問題かというと、相変わらず、何故食糧自給率が低いといけないのかを全く説明していない点が問題なのである。それは何故か。きちんと説明できないからだと私は思う。原油、天然ガスをはじめとするエネルギー資源の自給率、日本はこれがゼロに近い。原油の輸入品率は９９．８％。これでは、何故食糧自給率だけは高止まりしていなければいけないか、理論的に説明するのは難しい。

ジャーナリストの大園友和氏はＳＡＰＩＯ誌１３年５月２３日号掲載の記事「世界資源戦争」食料安全保障の面からこう語っている。「エネルギーも同様だが、もしその供給を断たれたらどうなるか。太平洋戦争の二の舞いにならない保証はない。対米依存一辺倒で穀物メジャー、オイルメジャーに翻弄される、隷属的で脆弱な国家になってしまった」

これに反論するのは簡単である。第一に、江戸時代までならともかく、１億３千万にまで殖えた人口を自前で養うのは不可能である。どこかの国にある程度依存する体質は避けられない。国土の絶対面積が狭すぎるのだ。アメリカは、農業人口僅か３１０万人で３４９千万トンの穀物を生産しているのに対して、日本は３０８万人で１２千万トン。２９倍効率が良い。あとは推して知るべし、である。逆に、日本と最も仲のよい国が穀物メジャーを握っていることは幸運であるともいえる。

第二に、日本人の食生活の変化がある。農水省は食料自給率を高めるためコメ農業にばかり重点的に力をいれている。これは大間違いである。今の日本人はコメばかり食べているわけではない。パンやスパゲッティ、ラーメンなど、さまざまなものを日々食べている。これでは、カロリーベースでの自給率はいくらコメ農家を保護しても頭打ちになる。せいぜい５０％がいいところだろう。

第三に、アメリカとの関係が悪化した場合の食料禁輸措置を大園氏は心配しているわけだが、ならばアメリカの軍事力、核展開力、日本国内の米軍基地の存在等は考慮にいれなくても良いのだろうか？つまり、アメリカの食料禁輸について対策を講じるということは、アメリカが仮想敵国であると認識することであり、軍事的にも経済的にもアメリカと張りあう必要がある。それは無理だろう。ならば、アメリカと戦争する心配をするより、何があってもアメリカとの関係を良好に保っていく努力をするのが先決だろう。

第４。食料保存技術の向上。「たくわえ君」という米がある。これはブランドではない。コシヒカリのたくわえ君もあるし、あきたこまちのたくわえ君もある。たくわえ君とは、政府が買い入れた米を特殊な温度で冷蔵保存したものだ。特徴は、この方法で保存することによって味が落ちないという点である。実際に食べた人によると、古古米でもかなり美味しいらしい。野菜も同様である。現在、スーパーに行くと、驚くほど様々な野菜が冷凍食品として売られている。ブロッコリー、里芋、アスパラ、枝豆、にんじん等々。

このようにそもそも、農水省、いや日本の食糧政策をも含めた全体の存在意義、つまり食料自給率主義自体が崩壊している。ここからは実際に日本の農業の問題点について、ひとつひとつ検証していく。

· 農民の膏血を吸って肥え太る巨大組織

農協ほど摩訶不思議な金融機関はない。農協が頑張れば頑張るほど、農家は潰れていく。農協は単なる金融機関ではない。それは、特高警察であり、巨大な既得権益を守る牙城であり、強力な労働組合でもある。

農協は組合員に「営農口座」を提供する。この制度は、農家が農機具や肥料、農薬などを購入する際に一定の額を無担保で融資する制度だ。ウソだろう、と思われる方もいるかもしれないが本当だ。無担保なのである。限度額は１ヘクタールあたり百万円。例えば１０ヘクタールの農地を持つ農家ならば限度額は１０００万円である。ここまでは、農家は三文判をぽんと押すだけで借りられる。

安易に借りられる資金というのは、減るのも早い。多くの農家は、あっという間に限度額いっぱいまで借りてしまう。するとまた、農協がやってくる。そして、甘い言葉を囁く。営農口座で借りた資金を長期貸付に移しましょう、そうすればまた営農口座で１０００万借りることが出来ますよ、と。農家は長期貸付に借金を移す為、土地を担保に差し出すことになる。これを数回繰り返せば、借金は雪だるま的に膨れ上がり、立派な自殺志願者ができあがる。そして、ある日突然、農協の職員がやってくる。翌年分の農業に必要な種籾や種芋、肥料、農薬など、生産資材の供給を停止すると言い渡される。返せなければ財産、収穫物、自宅、そして農民にとっては命ほども大事な農地が競売にかけられる。

数字には出てこないが、多額の借金を抱え込んだ農民が自殺するケースは多い。

この農協という組織、やってることはサラ金並にあくどい。私は常々、自立できない農家はさっさと失業して転職すべきだと主張しているが、さすがにこの話を聞いた時は、ひどいことするなあ、と感じた。

ジャーナリストの櫻井よしこ女史の著書「日本の危機」のなかで、全国農協中央会の広報の川上昌宏氏はこううそぶく。「市中銀行が担保を差し押さえるのと同じです。このところ、米価が下がりつづけ、農家が苦しいのも分かります。しかし、それは政府の責任で農協の責任ではありません。」

農協は一体誰の為の組織か。農家のための農協が、いつ、農協のための農家に逆転したのか。農協の悪行はまだまだある。

· 農協のエゴ

田舎に行くと、金融機関は郵便局か農協しかない、という場合はめずらしくない。農村における閉鎖的な人間関係の濃密さからも、農家が農協の指導に従わないことはほとんどない。万一、従わない場合には村八分が待っている。農協はほぼ独占的に農家を顧客としておさえ、無責任に貸し付けを増やしていく。

ところで、農業の問題点は何か？と聞くと、多くの人は「競争の原理が働いていない」ことだと答える。

９５年１１月から食糧管理法が廃止され、コメの流通は自由になったはずだ。しかし、実際のところはどうか。これが全然、以前と変わってはいないのである。つまり、相も変わらず農協の独占状態が続いている。なぜか。法改正の時、農協が新しく参入する集荷業者にも減反政策への協力義務を課すよう、ゴネたからだ。

考えてみて欲しい。皆さんは新規に参入する集荷業者だとする。一軒一軒、それまで長年農協に集荷を頼んでいた農家を訪問して、今後はウチに集荷依頼を切り替えてくださいよ、と頼んでまわるわけだ。そんな「お願い」する立場の人間が、農家に減反を守る様「指導」したり「指図」をしたり出来る訳がない。

このように、せっかく法改正で目指した流通における競争の促進も農協によって換骨奪胎されてしまう。このことからも、農協というのは決して農家の為に存在している組織ではない、少なくとも彼ら自身にはそんな気はさらさら無いことがわかる。

　

· それでも、コメは余る・・

農協は、食糧管理法が廃止されてから、過剰なコメを調整保管することになった。調整保管とは、コメ余りに対処する為に農協にコメを購入、保管させる制度だ。目的は、コメ余りによって起こる米価の下落を防ぐことだ。ここまで書いてくると、余りにバカバカしくてやってられないよ、という気になってくる。

コメが余っているということは、農家が余っているということだ。だったら、農協も必要ない。つまり、少しの農家と農協を無くせば解決する話である。何故税金をつかって、わざわざ「調整保管」をし、農協と農家を手厚く保護してやる必要があるのか？

ともかく、話を進める。農協は調整保管する義務を負うことになった。このところ、豊作続きで（現在の農業技術だと、ほぼ毎年豊作になる）日本国内のコメの在庫は民間、政府あわせて約４００万トンと言われている。「言われている」といったのは、はっきりした数字がつかめないためである。適正備蓄といわれるのは１５０万～２００万トンである。

要するに、備蓄として十分とされている量の倍以上のコメが余っている。勿論、コメも流通商品であるから、置いておくだけならタダ、というわけにはいかない。保管コストがかかる。１トンあたり年間１万４千円である。掛けることの４００万。さて、いくらになるか。５６０億円である。そのうち四分の一は民間（農協）の備蓄だとしても、４２０億円。余ったコメを保管するだけで、年４２０億円の税金が使われているのである。

さて、５６０億円のうち、４２０億円は政府が、残りは調整保管として農協が負担しなければならないわけだ。つまり１４０億円を。そうなると、農協にとっては少しでも過剰米が増えるのを防ぐ為に、農家に減反を厳守させることは死活問題になってくる。一応表向きは、農家は減反政策に対して自主的判断を委ねられている。すなわち、減反政策に従うかどうかは自由、とされている。しかしここにおいて、農協はゲシュタポ並の支配力を発揮することになる。従わなければ村八分、融資引き上げ、生産資材の供給停止、生産物集荷拒否等々、えげつなくも大人気ない仕打ちが待っている。

農協が自らの利益を守ろうとすればする程、農協に従う農家は不利になる。かといって、なかなか背を向けることも出来ない。この国にはこうした構図がもう出来上がってしまっている。私が常々、採算が取れない農家はさっさと足を洗うべき、といっているのは、こうした構図も背景にある。

かつて日本には、鉄鋼業、造船業、炭鉱などに働く人が大勢いた。最近では、金融、観光などか。ひとつの産業が衰え、また別の産業が栄えるのは資本主義社会においては、雨が降ったあとに晴れ間がのぞくかのごときことで、当たり前のことなのである。失業することなど全然恥ずかしいことではない。日本という国は、これまで決して、そうした人々を飢え死にさせたことが無い。その点に関しては、誇りを持っていい。ハローワークもある。職業訓練制度もある。そしてなにより今は、少子化で人手不足のご時世である。まさに、選り好みさえしなければ、「すぐにでも職は見つかる」のだ。

因みに、それでも余ったコメはどうなるかご存知だろうか？価格は激安に値引きされ、家畜の飼料にまわされるのである。２０００年度で言えば、トン当たり２５万円ほどの生産者米価で買い取ったものが、飼料用として放出される時はトン当たり１万３千円程になるのだ。一連の保管・処分などを含めると、国民の財政負担は1兆円規模になる。
· 農地改革をも阻む農協

何十年も前から、日本の農業の大規模経営化が必要であるということは叫ばれてきた。農家の８０％以上が兼業農家で、高齢で離農する農家が増えている現在、農地の流動化を推し進めることは必須となってくる。

その上で、株式会社の農地取得を認めるのは、１つの解決策だ。しかし、ここでも農協が邪魔をする。「日本の危機」のなかで、全国農協中央会の広報の川上氏はこう反論している。「株式会社の農地取得は反対です。農地が投機に利用されることも考えられます。また株式会社という組織が馴染むとはおもえず、仮に馴染まないからといって撤退されたら荒地が残るだけです。更には地域社会が崩壊して組合員が減ることもあります」

この川上氏の詭弁に対して私はこう反論する。既に酪農、畜産、園芸などの分野では法人経営が認められている。こうした土地や工業用地、住宅用地は投機に利用されるのは許されて、なぜ農地だけが法人を締め出す必要があるのか？その根拠は？また、投機はいけないというのなら、転用禁止令を出して農地の取引をチェックすれば良いだけの話ではないか。一体何のために農業委員会（農地の売買には農業委員会の許可が要ることになっている）が農地取得を規制しているのか？

更に、川上氏は「株式会社という組織が馴染むとは思えず」と言っているが、そもそもいったい「馴染む」とはどういうことか？もし馴染まなかったら一体どうなるというのか、さっぱりピンとこない。また、荒地が残るといっても、すでに３５％の減反政策によって農地は荒地だらけというのが現状である。それでもコメが余って仕方が無いのである。すなわち、彼の言は理屈にもなっていない。

つまるところ、農協は地域社会の崩壊を心配しているのではなく、単に自分達のいう事を聞く従順な組合員の数が減るのを心配しているだけなのだ。

それと、もう１つ農協が農地改革を阻む理由がある。現在、農家への貸し出しはほぼ独占的に農協が占めている。それはなぜか。前述の通り、農地の取得は農業委員会に規制されており、農地を取得できるのは農家と農協に限られている。ということは、農地を所有できないのであるから、銀行などの一般の金融機関は農地を担保にとって農家に貸し出しをすることができない。だが、株式会社が農地を取得できるようになれば、そうした障害が無くなるので、農協以外の金融機関が一気にシェアを伸ばしてくる。農協はこれを恐れているのだ。

●　農業委員会のわがまま

農業委員会も問題だ。農業委員会は農地所有者の集まりで、農地の流動化には極めて慎重である。就農希望者が農業をはじめる為に農地を取得しようとすると却下し、農地の売買は大概認めない。現状を大きく変えることはしたくない、改革なしにこれまで通り農業保護の手厚い政策を続けて欲しいと望んでいる点について、利害が農協と一致している。人手不足は承知している、オラん家にも後継ぎが欲しいといいながらも、自分達の村に全くのよそ者が入ってくるのには反対する。これをエゴといわずしてなんというか。

結局、農業人口を確保し、自給率を保つ為の農業委員会制度が逆に農業の首を締める結果となってしまい、農地の流動化を妨げる大きな一因を担っている。

· 一粒で何度もおいしい「農業」

農業に群がるのは農協、農業委員会だけではない。政治家も官僚も同罪である。

度々繰り返される北朝鮮へのコメ支援、これは人道的な理由から行われているのでは決して無い。余ったコメの処分の為である。農業政策の失敗を粉飾する為に行われているに過ぎない。櫻井よしこ女史は週刊新潮１２月２１日号掲載の記事「また始まった農業バラマキのアリ地獄」のなかで、昨年１０月４日に決定した５０万トンのコメ支援が決定した時の様子について取材している。

「党外交部会での決定の仕方はまさに噴飯ものでした。普段は滅多に出てこない河野外相や農林族議員らが出席していました。河野外相は、とにかく自分が全責任をとるからやらせて欲しいとの一点張りでした。とくに酷いのは鈴木宗男総務局長で、大きな声で“大臣の意見を聞こう”とか“大臣がおっしゃってるんだからそれでいこう”とか叫んで、そんな雰囲気の中で５０万トンの支援が決まってしまいました。１８人の出席者のうち、明確に反対意見を述べたのは私１人。あと２人が疑問視する意見を言っていましたが、鈴木氏の大音声に仕切られてしまった。」（自民党平沢勝栄代議士談）

鈴木宗男は、余剰米処理に困っていた農林族議員達のボス的存在である。この鈴木と共産党大好き左翼の河野が手を組んだわけだ。それにしても、５０万トンのコメ援助である。コストにすると、１２００億円。この売国奴達は、危機に瀕した農業を尻目に、こんなやり方で国民を食い物にしてポイントを稼ぎ、ついでに自らの失政を隠した。

このあとニュースで日本の援助米が腐敗した北朝鮮幹部に横流しされ、闇市場で売られているのを見た。北朝鮮はとっととコメを売ってその金を核ミサイルづくりに充てたことだろう。

●　利用回数月２回の農道空港
　

農道空港という空港がある。政府は８８年度から全国各地にこの「農道空港」をつくり始めた。目的は、収穫物の安価かつ迅速な輸送である。北海道の十勝西部空港では一年間に約５０回の離発着がある。飛び立ってまた降りてきた場合、２回と数えられるので、正味の利用回数は半分の２５回となる。つまり、月に２回。空港を１つつくるのには、どんな田舎でも十数億円の建設コストがかかる。加えて維持費が月数百万円。

そもそも、農道空港という発想自体が既に破綻している。なぜかというと、トラック便の方が安くて使い勝手がいいからだ。輸送に航空便を使うと言うことは積み空港までのトラックを手配し、加えて下ろし空港からのトラックも手配しなければならないことになる。深夜便のトラックが常に日本国内を循環しているので、スピードの面でもアドバンテージは少ない。アメリカのように国土が広大な国ならまだしも、日本ではとても割に合わないのは誰でも少し考えればすぐに分かる。

農道空港をめぐる利権に多くの政治家、官僚が群がっているのは明らかだ。こんな農業予算が補助金漬け、無駄遣い農政をつくっていく。

· とことん農業の足を引っ張る政府

ここまで読んで頂いた方は、国はろくなことをしないことがわかって頂けたかと思う。はっきりいって、戦後５０年、国が一切農業に口を挟まなければ、どれだけよかったか。日本はアメリカ、フランスとは一味違った、農業先進国になっていたに違いないのである。本気で日本の農業を立て直そう、なんてちっとも考えておらず、実際行動を起こす段になると、それよりも既得権を守る事を優先する。あわよくば機密費を流用して王侯貴族のような生活をしよう、などと目論んでいる。モラルのかけらもない。

ここからは、近年の農業政策に絞って、国がどのように農業の足を引っ張ったか、もう少し具体的に検証していきたい。

最近、コメが余って余ってしようが無い状態になっているのには幾つか原因がある。そしてそのほとんど全てが政府の失政によるものといってもいいくらいだ。

失政その１は、小規模農家が多すぎて、大規模農業への移行を阻んでいる現在の状況をわざわざつくりだしたことだ。１９６１年、高度経済成長に日本が沸き返るなか、農家所得を急速に伸びる他産業の収入に負けない様確保する為、政府は農業基本法を制定する。これが失敗だった。経済成長が余りにも急だったため、農村の若い労働力が都市に吸収されていたのだが、農業基本法により農家の所得が増大させたために、このとき、潰れるべき農家が潰れなかった。これにより、農業人口の質、量は悪化し、しかし農家の数は減らないという最悪の結果となった。

これが、農家に残されたじいちゃん、ばあちゃん、かあちゃんによる「３ちゃん」農業のはしりとなる。しかし、除草剤をはじめとする種々の農薬や、小型トラクターの開発等の民間努力により、３ちゃん農業もなんとか効率化がすすんだ。

ここに目をつけたのが政治家、官僚である。農民票に依存する地方地盤の政治家にとっては、大規模な集約農家が少数あるよりも、零細農家が多数あったほうが都合がよい。こうして政治家は「数の論理」を武器に議員数改定に反対し、同時に農家への保護を手厚くし、結果農業の競争力を削ぎ落としていった。これが失政その２。現在、一票の格差は東京都の４,９８票に対して島根県の一票にまで広がっている。

因みにこれは自民党だけの話ではない。農協の労働組合である全農協労連は共産党の影響下にあるが、彼らは農協の統廃合に反対し、農協は政治家から政治力の便宜を、自民党は予算の実質的配分権を、共産党は農協の現状維持による党員確保をと三位一体のおいしいトライアングルを築いている。

１９６２年をピークにコメの消費量は減少の一途を辿り始める。一方日進月歩の勢いで農業技術は進歩する。コメが余るのは自明の理だ。失政その３は、無計画でいきあたりばったりの減反政策だ。

初めて減反政策を行ったのはなんと１９６９年になってから。７年前にコメ消費量のピークがきているのにもかかわらず、気付くのが遅すぎる。７３年には世界的に異常気象により不作となる。驚くべきは、農水省がこれで減反政策を止めてしまったことだ。ところが翌年から再び豊作になり慌てて減反を再開。一体何のためにコメを備蓄しているのやら。その後も何度か迷走しつつ、９４年まで懸命に減反と備蓄量減少に励む。で、９４年には記憶に新しい米不足となり、タイ米をいれるいれないで大騒ぎとなる。苦肉の策でブレンド米を販売し、世間のみならず国際社会の顰蹙を買ったりもした。これで農水省はちっとも７３年の不作から学んでいないことが明らかになった。

その後、またまた備蓄量を増やしすぎ、現在４００万トンの備蓄を抱え、保管料だけで年５６０億円、あまりに古くなり家畜飼料にまわすコメに費やされる金は年間一兆円になるという惨憺たる状況になっているのは前述の通り。

失政その４。安易に補助金に頼った農政。週刊新潮の櫻井よしこ女史の記事の中で、岩手県東和町の町長だった小原秀夫氏は語る。「政府の言うことを守って減反し、クワひとつ取らないでキノコ採りにでも行っていれば、結構、国から金が入ってくるんです。これではやる気のある後継者も農家も育つわけがありません」

ところが、昨年１２月５日、政府自民党は、意欲ある農家４０万戸を対象に所得を一定水準にまで補填する農業経営所得安定対策を実施する方針を固め、同対策を２００２年度からでも実施したいと発表した。まさに、農業にとってとどめの一撃のような政策である。時代錯誤も甚だしい。この政策は農民を公務員にするようなもので、かつてのソ連の国営農場のようなものだ。こんな愚策を考えざるを得ないのは、政府が食管法で需給を完全に統制し、減反を強制し、逆らう者は力でねじ伏せ、その一方で補助金や各種保障で農家の意欲を減退させ、生産の合理化、効率化の努力を妨害してきた結果である。働いても働かなくても所得は一定水準、これはまともな資本主義国家のとるべき政策とはとても思われない。農水省は全く学んでいない。このような補償こそが農家のやる気をなくさせることを。

· 農業生き残りへの途

では、果たして日本の農業が生き残る途はあるのか。結論から言おう。私は、ある、と考える。

昨年コメの自由化が始まり、外国産のコメが自由に入ってくることができるようになった。ただし今は高率の関税（６００％）がかかっているため、実際はまだ解禁されていないに等しい。問題は、１０年後だろう。この頃には、コメは無関税で入ってくるようになっているはずだ。敵はオーストラリア米とカリフォルニア米だ。

ＭＳＮジャーナルの記者の団藤保晴氏は２０００年９月２７日の記事「無策コメ農政が農家を壊滅させる」http://journal.msn.co.jp/worldreport.asp?id=000927dando&vf=1の中でこうレポートしている。「梅雨時に近くのスーパーでオーストラリア・コシヒカリを見つけて買った。１０キロ３４００円くらい。梅雨時にもなると温度管理の悪かった国内米は、古米に近づき嫌な臭いを持つ。しかし、南半球のオーストラリアでは新米である。直前に買った北陸産コシヒカリより明らかに美味しかった」

このように、味の面ではもう完全に同じレベルとなっている。生産コストは日本の４分の１。輸送コストもかかるので、おそらく現在の日本のコメの半額程度で売られるはずだ。つまり、２０１０年までに生産コストを半分にすることができれば、十分競争に勝てるという計算が成り立つ。それには具体的にどうしたらいいのか。

答えはわかっている。大規模農業を実現することだ。しかし前述のとおり、農地の流動化は難しいため、何か他に糸口を見つけ出す必要がある。農地を売買することなく、大規模農業を実現する方法、これは委託農業しか考えられない。

農家の８０％以上が兼業農家であり、高齢で後継ぎのいない農家は多い。しかしこうした農家は先祖伝来の農地を手放すのに忍びないと感じている。だから、いっそ手放すよりは、信頼できる人間に耕作を委託するほうを選ぶ。

愛知県一宮市北方で農業を営む野田さんもそうした委託を受ける立場になった農家のひとつだ。「２０年程前から、ご近所さんで離農する人が増えたがや。兼業で（農業を）やっとる（続けている）人も多いけど、趣味みてゃーなもんだわ。ほんでぽつぽつ頼まれる（耕作依頼を受ける）事が多くなってよお。まあこの辺みーんな親戚みてゃーなもんだで。」

閉鎖的な田舎では、歴史的に村落を形成してきた集落単位で、いわば隣組の感覚で土地の集約化をはかるのがベストだ。解決への糸口が見えてきた。

大規模農家への支援、そして委託の促進である。現在、農業への補助金は規模の大小を問わず、一律に支給されている。減反も同様だ。小規模農家はほとんどが兼業なので、農業による収入の多寡は生活に影響を与えない。本業の収入があるからだ。中には数アールだけ耕作して、自分と家族の主食分程度をつくっている人もいる。こうした人にも補助金は与えられる。まずはこうしたアンバランスな行政を改めるべきだ。完全に補助金を無くすか、それが無理なら、少なくとも大規模農家だけに限るか。小規模農家への補助を打ち切るだけでも、ただあそばせておくよりはと、大規模農家への委託が進むはずだ。

· 農家の声

ではこのレポートを終わらせる前に、実際に農家の人がどう考えているか、幾つか意見を紹介したい。愛知県一宮市の野田家の後継ぎである野田和栄さん（２９）は問題点をこう指摘する。「消費者が農薬に対して非常に忌避感を持っていることに対しては腹が立ちます。一方では大規模農業化が進んでいないから農産物の内外価格差が解消しないんだと文句をいい、そのくせ農薬のついた作物は口にしたくないと言う。じゃあ無農薬で目一杯手間をかけ、虫食いだらけのキャベツと綺麗で見目の良いキャベツ、どちらを買いますか？」綺麗なキャベツです、というほかない。農薬有りと無しの野菜を比較したページはこちら。

「一宮市は大都市の郊外（名古屋市の隣）なので、割と農協の支配力はうすれています。でも、だからといって農業経営がラクか、というと全然そんなことはありません。うちは初霜というコメをつくっていますが、北陸産コシヒカリのようなブランド力はありません。初霜も美味しいんですけどね。ですから、うちがつくったコメを直接消費者に売るのも難しいんです。日本人は根拠なきブランド信仰が強すぎます。初霜も食べてみてください。」宣伝されてしまった。でも確かに、初霜は美味い。

「郊外には郊外の問題があります。大規模化を推し進めるにしても、宅地と商業用地と農地が入り乱れていて、なかなか効率化が進まないんです。大都市の郊外では、田んぼの隣が賃貸アパートだったり、コンビニ、工場だったりということは珍しくありません。収穫前の作物を夜に盗まれたりということもあります。あと、空き缶やごみを田んぼに捨てるのだけは、絶対に止めて欲しいです。空き缶がコンバインに挟まったりすると修理代で数百万円かかることもあります。１つのゴミが、一軒の農家を破産に追い込みかねないんです。」

外国産米が入ってきてもやっていける自信はあるか、という質問に対して。「現状ではムリです。でも、あきらめて農業を辞めるつもりはありません。私達は努力しています。あと１０年、ですか？１００％の自信は正直ありません。年々、うちの耕作面積は増えていますし、農機具の借金も減っています。うちの努力次第じゃないですか？」

農家の所得を補償する政策について。「絶対反対です」

日本の農政はこれまで、あくまでも産業政策でなくてはならないのに、社会政策のような間違ったシステムを国民に押し付け、それが当然、といった顔をしてきた。ペリーの黒船来航以来、外圧が無ければ変われない体質なのは悲しいことだが、そんなことをいっていてもはじまらない。いまこそそうした悪弊を正し、改革を行うチャンスだ。

２０１０年に外国産米と戦うのは大規模農家なのだ。目先の狭い視野を捨て、切り捨てるべきは切り捨てる、そうした断固とした改革をのぞむ。
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